様式第１号

貸与品等引渡通知書

年　　月　　日

受注者　住　所
氏　名

（ 監督員職氏名 ）　　　

下記のとおり貸与品等を引渡します。

	業務名
	
	契約年月日
	年　　月　　日

	品　　目
	規　　　格
	単位
	数　量
	備　　　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注１　貸与品等の交付又は貸与の区分を備考欄に記入する。
２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判縦とする。



様式第２号

貸与品等受領書

年　　月　　日

（ 監督員職氏名 ）　殿

受注者　住　所　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　

下記のとおり貸与品等を受領しました。

	業務名
	
	契約年月日
	年　　月　　日

	品　　目
	規　　　格
	単位
	数　量
	備　　　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注１　貸与品等の交付又は貸与の区分を備考欄に記入する。
２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判縦とする。



様式第３号

貸与品等精算書

年　　月　　日

（ 監督員職氏名 ）　殿

受注者　住　所　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　

下記のとおり貸与品等を精算します。
	業務名
	
	契約年月日
	年 　　月 　　日

	品　目
	規　格
	単位
	数　　　量
	備　　　　考

	
	
	
	支　給
数　量
	使　用
数　量
	残数量
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判縦とする。


様式第４号

貸与品等返納書

年　　月　　日

（ 監督員職氏名 ）　殿

受注者　住　所　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　

下記のとおり貸与品等を返納します。

	業務名
	
	契約年月日
	年 　　月     日

	品　　目
	規　　　格
	単位
	数　量
	備　　　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注１　貸与品等の交付又は貸与の区分を備考欄に記入する。
２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判縦とする。


様式第５号   

年　　月　　日

殿

受注者　住　所　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　


障害物伐除報告書


　　　年　　月　　日契約の　　　　　　　　　　　　　　のため、障害物を伐除したので用地調査等共通仕様書第１９条第２項の規定に基づき、別紙調査表を添えて報告します。






















注１　別紙調査表は、立竹木調査表等に準じて作成するものとする。
２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判縦とする。

様式第６号

履行状況報告書
	報告日
	年　　月　　日

	施行期間
	自             　年　　月　　日

	
	至             　年　　月　　日

	業務の名称
	

	調査等の箇所
	

	
業務及びその内容







その他必要事項





	総括監督員
	主任監督員
	主任担当者
	担　当　者

	



	


	


	



	
	
	
	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判縦とする。
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様式第７号の１
土地の登記記録調査表（一覧）
	整理
番号
	表題部
	権　　　利　　　部
	備　　考

	
	
	甲　　　　区
	乙 区
	

	
	所　　　　在
	地　番
	地目
	地　積
	所有者
	住　　　　所
	有 無
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判横とする。


- 1 -
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様式第７号の２

土地の登記記録調査表
	調査年月日
	年 　月 　日
	調査者
	
	整理番号
	

	表　題　部（土地の表示）

	所 在
	

	地 番
	
	最終支号
	
	地 目
	
	地 積
	

	所有者
	

	権　利　部　　甲　区　欄（所 有 権）

	登　記　名　義　人
	氏名、名称
	
	共有持分
	

	
	住所、所在地
	

	
	氏名、名称
	
	共有持分
	

	
	住所、所在地
	

	
	氏名、名称
	
	共有持分
	

	
	住所、所在地
	

	権　利　部　　乙　区　欄（所有権以外の権利）

	登　記　名　義　人
	氏名、名称
	

	
	住所、所在地
	

	
	権利の種類
	
	順位
番号
	
	権利の内容
	

	
	権利の始期
	
	存続期間
	

	
	氏名、名称
	

	
	住所、所在地
	

	
	権利の種類
	
	順位
番号
	
	権利の内容
	

	
	権利の始期
	
	存続期間
	

	
仮登記、予告登記の内容




	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判縦とする。
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様式第８号
	土　　　地　　　調　　　査　　　表

	
	
	
	
	
	整理番号
	

	不　動　産　登　記　簿
	分　割　の　部
	用　　　　地
	登記記録調査
	調査年月日
	
	調

査

者
	

	
	
	符　号
	地　　積
	
	
	
	
	

	表　　　題　　　部
	権　　利　　部
	
	
	
	法人登記簿又は
商業登記簿調査
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	所在地
	都
府
県
	群
市
	区
	
	
	
	
	戸籍簿等調査
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	町
村
	大字
	字
	
	
	
	
	現況調査
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	残　　　　地
	
	
	
	
	

	地　番
	
	地　目
	
	
	
	
	課税評価格
	

	
	
	
	
	
	
	符　号
	地　　積
	
	

	地　積
	
	
	
	
	
	所有権以外の権利又は仮登記の調査

	
	
	
	
	
	
	

	所有者
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	備考
	現況調査
	地　目
	地　　積
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	業登記簿調査
登記簿又は商
戸籍簿等法人
	
	その他土地等の評価に必要な資料の調査

	
	
	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判横とする
様式第９号の１
建物の登記記録調査表（一覧）
	整理
番号
	所　　　在
	表　　　　題　　　　部
	権　利　部
	備　考

	
	
	
	甲　区
	乙　区
	

	
	
	家屋番号
	種 類
	構　造
	床 面 積
	原因及びその日付
	所　有　者
	有 無
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判横とする。
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様式第９号の２   
建物の登記記録調査表
	調査年月日
	年 　月 　日
	調査者
	
	整理番号
	

	表　題　部（主たる建物の表示、附属建物の表示）

	所　在
	
	家屋番号
	

	種　類
	
	構 造
	
	床 面 積
	

	登記原因及びその日付
	

	所有者
	

	権　利　部　　甲　区　欄（所 有 権）

	登記名義人
	氏名、名称
	
	共有持分
	

	
	住所、所在地
	

	
	氏名、名称
	
	共有持分
	

	
	住所、所在地
	

	権　利　部　　乙　区　欄（所有権以外の権利）

	登
記
名
義
人
	氏名、名称
	

	
	住所、所在地
	

	
	権利の種類
	
	順位番号
	
	権利の内容
	

	
	権利の始期
	
	存続期間
	

	
	氏名、名称
	                                        

	
	住所、所在地
	

	
	権利の種類
	
	順位番号
	
	権利の内容
	

	
	権利の始期
	
	存続期間
	

	仮登記、予告登記の内容



	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判縦とする。

様式第１０号の１

権利者調査表（土地）
	調査年月日
	　　  年 　月 　日
	調査者
	
	整理番号
	

	権利者が法人以外
	登記名義人の氏名
	
	生年月日
死亡年月日
	

	
	登記名義人の住所
	

	
	相　続　関　係
	相続系統図
	別　紙

	
	相続人の氏名
	生年月日
死亡年月日
	被相続人
との続柄
	相続人の住所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	法定代
理人等
	氏 名
	

	
	
	住 所
	

	
	財  産
管理人
	氏 名
	

	
	
	住 所
	

	権利者が法人
	法人の名称
	

	
	主たる事務所
の所在地
	

	
	法人の
代表者
	氏 名
	

	
	
	住 所
	

	
	破産管
財人等
	氏 名
	

	
	
	住 所
	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判縦とする。

様式第１０号の２

権利者調査表（建物）
	調査年月日
	年 　月 　日
	調査者
	
	整理番号
	

	権利者が法人以外
	登記名義人の氏名
	
	生年月日
死亡年月日
	

	
	登記名義人の住所
	

	
	相　続　関　係
	相続系統図
	別　紙

	
	相続人の氏名
	生年月日
死亡年月日
	被相続人
との続柄
	相続人の住所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	法定代
理人等
	氏 名
	

	
	
	住 所
	

	
	財  産
管理人
	氏 名
	

	
	
	住 所
	

	権利者が法人
	法人の名称
	

	
	主たる事務所
の所在地
	

	
	法人の
代表者
	氏 名
	

	
	
	住 所
	

	
	破産管
財人等
	氏 名
	

	
	
	住 所
	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判縦とする。
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様式第１１号 

土地境界確認書

１　用地測量調査請負業務の概要
（１）事務所名                             （２）工事名

（３）請負業務名                           （４）測量方法①基本地図　　　②図根点
③測量方法　　　④測量器具
⑤精度区分





（５）請負契約年月日      年　　月　　日   （６）請負工期  自　　年　　月　　日
至    年　　月　　日
（７）受注者名　　　所 在 地
会社名等                         (印)

２　監督員
	1 総務監督員
	2 主任監督員
	3 監督員

	役職・官職
	役職・官職
	役職・官職

	氏　　　名
	氏　　　名
	氏　　　名



３　土地境界立会従事者
	1 資格氏名
	印
	2 資格氏名
	印

	3 …………………
	4 …………………



４　立会人調書
私は、筆界について異議なく確認し、下表のとおり立会人調書を作成する。

郡      町

県      市      村        地内
	土地の所在
	立　　　会　　　人
	境界
確認
した
隣接
地番
	境界確認の方法
	立  会
年月日
	測　量
年月日
	その他特記
すべき事項

	大字等
	地番
	住 所
	氏名(印)
	土地所有者
との関係
	
	確認
の
態様
	物証
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



備考１　「土地所有者との関係」の欄には、(イ)本人、(ロ)管理人、(ハ)相続人、(ニ)その他に区分し、該当するものを符号で記入すること。
ただし、(二)その他の場合は、具体的な内容を記入すること。

２  「確認の態様」の欄には、(イ)字図を基礎として人証、物証によった場合、(ロ)字図及び地積測量図を基礎として人証、物証によった場合、(ハ)字図及び地積測量図以外の地図等を基礎として人証、物証により補充した場合、(ニ)その他の場合に区分し、該当するものを符号で記入すること。
ただし、(二)その他の場合は、具体的な内容を記入すること。

３  「物証」の欄には、(イ)コンクリート杭、(ロ)金属杭、(ハ)生垣、(ニ)その他の構造物等に区分し、該当するものを符号で記入すること。
ただし、(二)その他の構造物等の場合は、具体的な内容を記入すること。

４  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ３版又はＡ４版横とする。
様式第１２号の１

計画概要表（検討資料）
	整理番号
	
	検討月日
	
	検 討 者
	

	所在地
	
	用途地域
	
	建ぺい率
	

	土地所有者
	
	容 積 率
	
	そ の 他
	

	建物所有者
	
	家族人員
	
	占 有 者
	

	建物の構造概要
	一階面積
	二階面積
	三階面積
	延べ面積
	主たる用途

	(1)
	，
	，
	，
	，
	

	(2)
	，
	，
	，
	，
	

	(3)
	，
	，
	，
	，
	

	(4)
	，
	，
	，
	，
	

	計
	，
	，
	，
	，
	

	敷地面積(A)
	，
	事業用地率
(B)／(A)
	，
	特記事項

	事業用地
面　 積　(B)
	，
	残地建築
可能面積
	，
	

	残地又は建築
可能面積(C)
	，
	建築可能
延べ面積
	，
	

	営　　　　業　　　　の　　　　実　　　　態

	業種
	
	基本額
	収　　益
	円
	
	

	
	
	
	給　　料
	円
	
	

	従業員数
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	固定経費
	円
	
	

	一か月の
売上
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	円
	
	

	検討結果







	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判縦とする。
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様式第１２号の２
計画概要表
	所　　在　　地
	
	敷地面積等の確認
	
	・　 　㎡
１．残地実測図
２．図上求積
３．その他
	特記事項

	建物所有者
	
	
	
	
	　　　に係るもの
用途（機能）
	

	土地所有者
	
	
	
	
	
	

	道路関係
	計画道路等
	
	
	
	
	
	

	
	敷地に接面
する道路
	郡　・　区　・　私　　　・　　ｍ
	
	
	
	
	

	
	
	４２条２項　　　年　　月　　日
道　　　路　　（第　　　　号）
道路後退距離　　　　　　　　　ｍ
	
	
	
	
	

	建築基準法関係
	都市計画
	
	区域内・区域外・市街化区域・市街化調整区域
	　　　に係るもの
構造（基礎）
	

	
	区域・地区
	
	第一種住専・第二種住専・住居・近隣商業・準工業・工業
	
	

	
	
	
	工業専用・特別用途地区（　　　　　　　　　　）無指定
	
	

	
	
	
	高度地区（　　）種・美観地区・風致地区第（　　）種
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	防火指定
	
	防火・準防火・無指定
	
	

	
	22条・23条
指定地域
	
	防火しなければならない範囲
	
	

	
	
	
	
	設備に係るもの
	

	
	建ぺい率
	
	（　）％　敷地に二以上の地域・地区のある場合（　）％
	
	

	
	角地適用
	
	有　・　無　（条件　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	

	
	容積率
	
	（　）％　敷地に二以上の地域・地区のある場合（　）％
	
	

	
	絶対高
	
	有　・　無（　　　　　）ｍ
	
	

	
	建築協定
	
	有　・　無（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	

	
	壁面後退
	
	有　・　無（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	

	
	斜      線
	
	
	その他
	

	
	北側斜線
隣地斜線
道路斜線
（図示）
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注１　計画道路等は、用地買収によって新設道路又は河川敷等をいう。
　　２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４横とする。
様式第１２号の３
面積比較表
	建
物
№
	現　　状　　建　　物
	Ａ　　　　　　案
	Ｂ　　　　　　案
	Ｃ　　　　　　案
	備　　考

	
	階
	室　　　名
	面　　　積
	階
	面　　　積
	増　　　減
	階
	面　　　積
	増　　　減
	階
	面　　　積
	増　　　減
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１階床面積
	
	
	
	
	
	
	
	

	２階床面積
	
	
	
	
	
	
	
	

	３階床面積
	
	
	
	
	
	
	
	

	４階床面積
	
	
	
	
	
	
	
	

	建物延べ面積
	
	
	
	
	
	
	
	

	面積増減率
	①
	％
	％
	％
	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判横とする。

様式第１２号の４    
計画概要比較表
	項　　　　　　　　目
	Ａ　　　　　　　　案
	Ｂ　　　　　　　　案
	Ｃ　　　　　　　　案

	敷地面積
    ㎡
（  ・  ）
	建ぺい率（　　　％）
	                   ・       ％
	                   ・       ％
	                   ・       ％

	
	容積率（　　　　％）
	                   ・       ％
	                   ・       ％
	                   ・       ％

	
	建物（計画）延べ面積
	                   ・       ㎡
	                   ・       ㎡
	                   ・       ㎡

	
	面積増減率
	          ・　　㎡(　　・  ％)
	          ・　　㎡(　　・  ％)
	          ・　　㎡(　　・  ％)

	建築基準法その他法令上の問題点
	
	
	

	平面計画上の
メリット及びデメリット

メリット＝(Ｍ)

デメリット＝(Ｄ)
	(Ｍ)
	
	

	
	(Ｄ)
	
	

	総合判断
	
	
	

	判　　　　　　　　定
	
	
	


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判横とする。
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